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令和７年５月 13 日
第　　  594 　　号

１　契約の相手方の氏名及び住所

　⑴　氏名　諏訪原　功一郎

　⑵　住所　福岡市東区香椎照葉二丁目３番77号

２　契約の期間の始期

　　令和７年４月10日

３　監査に要する費用の額の算定方法

　　契約で定める基本費用の額並びに契約で定めるところにより算定した執務費用及び

実費の額の合計額とする。

４　監査に要する費用の支払方法

　　監査の結果に関する報告書提出後に精算払とする。ただし、必要があると認めると

きは契約の定めるところにより概算払をすることができる。

　福岡県告示第304号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を変更する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　令和７年５月13日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　服部　誠太郎　　

県土整備
事務所名

道路の
種　類 路 線 名 変　更

前後別 区　　　　間 幅　員
（メートル）

延　長
（メートル）

朝　倉 県　道 八　女
香　春 線

前 朝倉市杷木松末1170番先から
朝倉市杷木松末12番１先まで

15.6
～
38.3

120.0

後 朝倉市杷木松末1000番１先から
朝倉市杷木松末1177番１先まで

10.0
～
38.3

803.6

　福岡県告示第305号

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第63条第１項の規定に基づき、令和２年12月４

日福岡県告示第909号福岡都市計画道路事業３・５・１－80号吉塚松崎線の事業計画の

目　　　次
　　　　告　　　示（第303号−第306号）

○包括外部監査契約の締結　　　　　　　　　（監査委員事務局総務課）……………１

○道路の区域の変更　　　　　　　　　　　　　　　　　（道路維持課）……………１

○都市計画事業の事業計画の変更の認可　　　　　　　　（公園街路課）……………１

○都市計画事業の事業計画の変更の認可　　　　　　　　（下 水 道 課）……………２

　　　　公　　　告

○指定介護老人福祉施設の指定　　　　　　　　　　　　（介護保険課）……………２

○住宅確保要配慮者居住支援法人の指定　　　　　　　　（住宅計画課）……………２

○開発行為に関する工事の完了　　　　　　　　　（開発・盛土指導課）……………３

　　　　監 査 委 員

○監査結果の報告に係る措置の公表　　　（監査委員事務局監査第一課）……………３

　　　　公安委員会

○警察において身体を拘束されている者の食料に要する経費に関する

　告示の一部を改正する告示　　　　　　　　　（警察本部留置管理課）……………６

○福岡県行政手続条例に基づく意見公募手続　　（警察本部交通規制課）……………６

　福岡県告示第303号

　地方自治法（昭和22年法律第67号）第252条の36第１項の規定に基づき、包括外部監

査契約を締結したので、同条第６項の規定により次のように告示する。

　　令和７年５月13日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　服部　誠太郎　　

告　　　示
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４　事業地

　⑴　収用の部分

　　　変更なし

　⑵　使用の部分

　　　変更なし

　公告

　介護保険法（平成９年法律第123号）第48条第１項第１号の規定に基づき、介護老人

福祉施設を指定したので、同法第93条第１号及び介護保険法施行規則（平成11年厚生省

令第36号）第135条の２の規定により次のように公示する。

　　令和７年５月13日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　服部　誠太郎　　

サービス
の種類

介護保険
事業所番号

施設の名称
及び所在地 開設者の名称 指　定

年月日

介護福祉施設サービ
ス 4073302095

特別養護老人ホーム　サミッ
ク宗像
宗像市田野1285番地８

社会福祉法人
サミック

令和７年
５月１日

　公告

　住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律（平成19年法律第112

号）第40条の規定に基づき、住宅確保要配慮者居住支援法人を指定したので、同法第41

条第１項の規定により次のように公示する。

　　令和７年５月13日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　服部　誠太郎　　

支援法人の名称 支援法人の住所 支援業務を行う
事務所の所在地 指定年月日

株式会社小田コーポ
レーション

行橋市中央一丁目３－
５

行橋市中央一丁目３－
５ 令和７年４月21日

公　　　告

変更を認可したので、同条第２項の規定において準用する同法第62条第１項の規定によ

り次のように告示する。

　　令和７年５月13日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　服部　誠太郎　　

１　施行者の名称

　　福岡市

２　都市計画事業の種類及び名称

　　福岡広域都市計画道路事業　３・５・１－80号　吉塚松崎線

３　事業施行期間

　　平成27年１月16日から令和16年３月31日まで

４　事業地

　⑴　収用の部分　

　　　変更なし

　⑵　使用の部分

　　　変更なし

　福岡県告示第306号

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第63条第１項の規定に基づき、令和６年10月福

岡県告示第655号北九州広域都市計画下水道事業北九州公共下水道の事業計画の変更を

認可したので、同条第２項において準用する同法第62条第１項の規定により次のように

告示する。

　　令和７年５月13日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　服部　誠太郎　　

１　施行者の名称

　　北九州市

２　都市計画事業の種類及び名称

　　北九州広域都市計画下水道事業北九州公共下水道

３　事業施行期間

　　昭和32年９月６日から令和12年３月31日まで
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　公告

　次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和43年法律第100号）第

36条第３項の規定により公告する。

　　令和７年５月13日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　服部　誠太郎　　

１　開発区域に含まれる地域の名称

　　京都郡苅田町大字南原字六田1699番１、1699番６、1699番10から1699番19まで、

1699番23から1699番29まで及び1699番32から1699番36まで

２　開発許可を受けた者の住所及び氏名

　　京都郡苅田町富久町一丁目３番地の３

　　松竜産業株式会社

　　代表取締役　松田　正勝　

　監査公表第15号

　地方自治法（昭和22年法律第67号）第199条第９項の規定により報告した警察本部関

係機関定期監査の結果（令和７年３月24日６監総第1395号）に基づき、公安委員会から

措置を講じた旨の通知があったので、同条第14項の規定により、次のとおり公表する。

　　令和７年５月13日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県監査委員　　　塩　川　正　一　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　同　　　　　　　　　世　利　洋　介

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　同　　　　　　　　　森　　　行　一

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　同　　　　　　　　　原　中　誠　志
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。
 

 
   



6
令

和
７

年
５

月
13

日
　

火
曜

日
第

59
4 

号

福岡県公安委員会告示第136号

　警察において身体を拘束されている者の食料に要する経費に関する告示（昭和35年７

月福岡県公安委員会告示第29号）の一部を次のように改正し、令和７年４月１日から適

用する。

　　令和７年５月13日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県公安委員会　　

　「1,236円」を「1,256円」に、「408円」を「414円」に、「414円」を「421円」に、

「500円」を「510円」に改める。

福岡県公安委員会告示第137号

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第１項の規定に基づき、福

岡県道路交通法施行細則の一部を改正する規則（案）について、次のとおり意見を募集

する。

　　令和７年５月13日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県公安委員会　　

１　意見募集期間

　　令和７年４月24日から同年５月23日まで

２　概要、受付方法等

　　関連資料については、福岡県警察ホームページ（https://www.police.pref.fukuoka.

jp/）に掲載するほか、福岡県警察本部交通部交通規制課に備え置く。


